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表紙

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサ
イト（https://www.kakou-nisso.co.jp）に掲載することにより株主の皆様に提供しております。

第38回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

第38期（2020年９月１日から2021年８月31日まで）

■連結計算書類の「連結注記表」………………1
■計算書類の「個別注記表」……………………7

日創プロニティ株式会社



2021/10/28 18:58:17 / 21823207_日創プロニティ株式会社_招集通知：Web開示

連結注記表

連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
　すべての子会社を連結しております。

・連結子会社の数
４社

・連結子会社の名称
吾嬬ゴム工業株式会社
日創エンジニアリング株式会社
綾目精機株式会社
株式会社ダイリツ

⑵　持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

⑶　連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する注記
① 連結の範囲の変更

　該当事項はありません。
② 持分法の適用の範囲の変更

　該当事項はありません。

⑷　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、吾嬬ゴム工業株式会社及び株式会社ダイリツの決算日は６月30日であり、綾目精機株式会社の決算日は
７月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、当該決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日までの期間に生じ
た重要な取引については連結上必要な調整を行っております。その他の連結子会社の決算日は、連結会計年度と一致しており
ます。

⑸　会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券
その他有価証券
・時価のあるもの

連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

・時価のないもの
移動平均法による原価法

ロ. たな卸資産
・商品及び製品（金属加工事業のオーダー加工品）

主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
・商品及び製品（上記以外）

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
・仕掛品

主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
・原材料及び貯蔵品

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
・未成工事支出金

個別法による原価法
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イ. 退職給付に係る
負債の計上基準

　従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係
る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

ロ. 消費税等の
会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月
１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 3年～50年
機械装置及び運搬具 2年～17年

ロ. 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ. リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
ロ. 賞与引当金　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上し

ております。
④ 収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準
　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については、工事進行基準（工事の進捗率の見
積りは、主としてパネル施工枚数比例法）を適用しております。

⑤ のれんの償却方法及び償却期間
　５年間の定額法により償却しております。
⑥ その他連結計算書類の作成のための重要な事項

2. 表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連結会計年度から適用し、連
結注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

3. 会計上の見積りに関する注記
⑴　たな卸資産の評価
・当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　　商品及び製品　　　　　149,301千円
　　仕掛品　　　　　　　　148,575千円
　　原材料及び貯蔵品　　　401,388千円

・識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

たな卸資産の評価は、たな卸資産に収益性の低下が生じたと判断した場合に正味売却価額で評価する方法及び正常な営業
循環過程から外れたたな卸資産については滞留年数に応じて規則的に帳簿価額を切り下げる方法に基づいております。
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⑴　有形固定資産の減価償却累計額 6,141,033千円

⑵　受取手形裏書譲渡高 192,435千円

正味売却価額で評価する方法は、期末日時点の正味売却価額を見積り、正味売却価額がたな卸資産の取得原価と比較して
下落している場合に正味売却価額をたな卸資産評価額とするとともに、取得原価と正味売却価額との差額を売上原価として
処理しております。正味売却価額は見積販売価格によっており、期末日前の販売実績に基づいて算定しております。なお、
原材料及び貯蔵品については、正味売却価額に代えて再調達原価によっており、取得原価と再調達原価との差額を売上原価
として処理しております。

滞留年数に応じて規則的に帳簿価額を切り下げる方法は、原則として期末日から一定期間を経過しているものを長期滞留
在庫と判断して評価減を行い、帳簿価額と正味販売価額又は再調達原価との差額を売上原価として処理しております。

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
たな卸資産の評価の見積りにあたっては、過去の出荷実績やその時点での入手可能な情報等の重要な仮定が用いられてお

り、経営者の主観的な判断や不確実性を伴う会計上の見積りが含まれております。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
正味売却価額及び再調達原価の見積りは不確実性を伴うため、正味売却価額及び再調達原価が想定よりも下回った場合に

は、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

⑵　工事進行基準
・当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　　完成工事高　　　　　1,148,647千円
　　完成工事原価　　　　   971,295千円

・識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

当社グループは連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については、工事進行基準（工事
の進捗率の見積りは、主としてパネル施工枚数比例法）を適用しております。

工事進行基準による完成工事高及び完成工事原価は、決算日において合理的に見積もった工事収益総額及び工事原価総額
に、太陽光パネル架台設置工事においてはパネルの設置枚数を基準としたパネル施工進捗率を乗じて算出しております。

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
工事収益総額は当事者間で合意された工事契約等に基づいて見積り、工事原価総額は工事案件ごとの実行予算に基づいて

見積もっております。太陽光パネル架台設置工事は基本的な仕様や作業内容が顧客の指図に基づいて行われるため、個々の
工事契約の個別性が強く、また、工事の進行途上において工事契約の変更が行われることがあるという特徴を有しておりま
す。そのため、工事収益総額、工事原価総額及び工事進捗率について、顧客の指図に基づく仕様や作業内容を反映した見積
りとなっているかどうか、また、基本的な仕様や作業内容の変更によって、適時かつ適切に見積りを見直す必要があるかど
うかを検討しております。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
工事進行基準適用案件の工期は一般的に長期にわたることから、工事進行途中における工事契約内容の変更や仕様変更等

により、工事収益総額、工事原価総額及び工事進捗率が変動することから、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を
与える可能性があります。

4. 連結貸借対照表に関する注記

－ 3 －
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決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2020年11月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 160,616千円 25円00銭 2020年８月31日 2020年11月27日

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2021年11月25日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 160,616千円 25円00銭 2021年８月31日 2021年11月26日

5. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　7,360,000株

⑵　剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

⑶　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種類
及び数

普通株式　120,000株

6. 金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金調達については事業計画及び設備投資計画から策定した資金計画に基づき、主に銀行借入で資金を
調達しております。デリバティブ取引は利用しておらず、また、投機的な取引は行わない方針であります。一時的な余資は
安全性、流動性の高い金融資産で運用しております。

② 金融商品の内容、そのリスク及び金融商品に係るリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権並びに完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。
当該リスクに関しては、与信・債権管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、信用状況を検討
する体制をとっております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスク
に関しては、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引企業との関係を勘案して保有状況を
継続的に見直しております。
　営業債務である支払手形及び買掛金並びに工事未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。これらは、流
動性リスクに晒されておりますが、当社では、月次での資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれておりま
す。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動
することがあります。

－ 4 －
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連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

⑴ 現金及び預金 6,308,219 6,308,219 －

⑵ 受取手形及び売掛金 1,045,790 1,045,790 －

⑶ 電子記録債権 360,368 360,368 －

⑷ 完成工事未収入金 137,870 137,870 －

資産計 7,852,248 7,852,248 －

⑴ 支払手形及び買掛金 173,467 173,467 －

⑵ 工事未払金 81,048 81,048 －

⑶ 短期借入金 580,000 580,000 －

⑷ 未払法人税等 128,789 128,789 －

⑸ 長期借入金（1年内返済予定の
長期借入金含む） 548,493 548,525 32

負債計 1,511,798 1,511,830 32

1年超2年以内
（千円）

2年超3年以内
（千円）

3年超4年以内
（千円）

4年超5年以内
（千円）

長期借入金 173,093 87,828 52,728 25,216

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2021年８月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。

(注) １. 金融商品の時価の算定方法に関する事項
資　産

⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金、⑶　電子記録債権、⑷　完成工事未収入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

負　債
⑴　支払手形及び買掛金、⑵　工事未払金、⑶　短期借入金、⑷　未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
⑸　長期借入金（1年内返済予定の長期借入金含む）

　長期借入金の時価については、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社及び連結子会社の
信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額
によっております。固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在
価値を算定しております。

2. 長期借入金の決算日後の返済予定額
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⑴　１株当たり純資産額 1,501円73銭
⑵　１株当たり当期純利益 66円48銭
⑶　潜在株式調整後１株当たり当期純利益 65円26銭

7. 賃貸等不動産に関する注記
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

8. １株当たり情報に関する注記

9. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

10. その他の注記
　該当事項はありません。

－ 6 －
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法
① 関係会社株式

移動平均法による原価法
② その他有価証券

時価のないもの
移動平均法による原価法

⑵ たな卸資産の評価基準及び評価方法
・商品及び製品（オーダー加工品）

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
・商品及び製品（上記以外）

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
・仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
・原材料及び貯蔵品

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

⑶ 固定資産の減価償却方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月
１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 3年～50年
機械及び装置 2年～10年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③ リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑷ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を
退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑸ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 4,105,849千円

⑵ 受取手形裏書譲渡高 98,060千円

短期金銭債権 5,974千円
短期金銭債務 278千円

⑷ 取締役に対する金銭債務 300,200千円

2. 表示方法の変更に関する注記
（貸借対照表）

前事業年度まで区分掲記して表示しておりました「長期未払金」（当事業年度は8,600千円）は、金額的重要性が乏しくな
ったため、当事業年度より、固定負債の「その他」に含めて表示しております。

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事業年度から適用し、個別注

記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

3. 会計上の見積りに関する注記
たな卸資産の評価
・当事業年度の計算書類に計上した金額
　　商品及び製品　　　　　19,787千円
　　仕掛品　　　　　　　　79,935千円
　　原材料及び貯蔵品　　 362,602千円

・識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

たな卸資産の評価は、たな卸資産に収益性の低下が生じたと判断した場合に正味売却価額で評価する方法及び正常な営業
循環過程から外れたたな卸資産については滞留年数に応じて規則的に帳簿価額を切り下げる方法に基づいております。

正味売却価額で評価する方法は、期末日時点の正味売却価額を見積り、正味売却価額がたな卸資産の取得原価と比較して
下落している場合に正味売却価額をたな卸資産評価額とするとともに、取得原価と正味売却価額との差額を売上原価として
処理しております。正味売却価額は見積販売価格によっており、期末日前の販売実績に基づいて算定しております。なお、
原材料及び貯蔵品については、正味売却価額に代えて再調達原価によっており、取得原価と再調達原価との差額を売上原価
として処理しております。

滞留年数に応じて規則的に帳簿価額を切り下げる方法は、原則として期末日から一定期間を経過しているものを長期滞留
在庫と判断して評価減を行い、帳簿価額と正味販売価額又は再調達原価との差額を売上原価として処理しております。

② 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
たな卸資産の評価の見積りにあたっては、過去の出荷実績やその時点での入手可能な情報等の重要な仮定が用いられてお

り、経営者の主観的な判断や不確実性を伴う会計上の見積りが含まれております。

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響
正味売却価額及び再調達原価の見積りは不確実性を伴うため、正味売却価額及び再調達原価が想定よりも下回った場合に

は、翌事業年度の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

4. 貸借対照表に関する注記

⑶ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　2007年11月29日開催の第24回定時株主総会において承認可決された役員退職慰労金制度の廃止に伴う打切り支給に係る債
務であります。
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売上高 80,688千円
営業費 9,183千円

営業取引以外の取引高 395,846千円

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式 935,350株 －株 －株 935,350株

繰延税金資産
未払事業税 2,246千円
未払社会保険料 1,679千円
未払賞与 11,125千円
貸倒引当金 402千円
売上加算調整額 102千円
役員退職慰労金（未払金） 88,792千円
役員退職慰労金（長期未払金） 2,618千円
退職給付引当金繰入超過額 19,615千円
資産除去債務 530千円
株式報酬費用 26,491千円
その他 1,124千円

繰延税金資産小計 154,728千円
評価性引当額 △2,618千円

繰延税金資産合計 152,109千円
繰延税金負債との相殺額 △143,285千円

繰延税金資産の純額 8,824千円

繰延税金負債
土地圧縮積立金 55,215千円
建物圧縮積立金 88,069千円

繰延税金負債合計 143,285千円
繰延税金資産との相殺額 △143,285千円

繰延税金負債の純額 －千円

5. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高

6. 株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

7. 税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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⑴ １株当たり純資産額 1,435円70銭

⑵ １株当たり当期純利益 72円64銭

⑶ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 71円31銭

8. リースにより使用する固定資産に関する注記
ファイナンス・リース取引（借主側）

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引

⑴ リース資産の内容
① 有形固定資産

　工場におけるトラック及びフォークリフトであります。
② 無形固定資産

　該当事項はありません。

⑵ リース資産の減価償却の方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

9. 関連当事者取引に関する注記
　該当事項はありません。

10. １株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記
　当社は、2021年10月14日開催の取締役会において、連結子会社である日創エンジニアリング株式会社の請負工事契約につい
て下記の保証を行うことを決議しました。
　　対 象：日創エンジニアリング株式会社
　　　　　　　　工事請負契約に定める工事請負人の義務の不履行があった場合の一切の金銭債務
　　保証限度額：320,000千円（請負金額）
　　保 証 期 間：請負契約の締結日を始期として請負契約に定める検収より24ヶ月経過した日まで

12. その他の注記
　該当事項はありません。
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